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はじめに 

 

昨年の年度末は Windows XP のサポート終了が話題になっていた。今年の 7 月は Windows Server 

2003 のサポート終了を迎えたが、同 OS を使っている企業は早めに準備を始めたせいか、セキュリ

ティーさえ対策していればそれほど問題にならないと考えているせいか、はたまた日本マイクロソフト

社の事前のアナウンスが効いたせいか、Windows XP に比較して、それほど騒がれていないように見え

る。しかしながら、Windows Server 2003 を使っている企業にとっては、サポート終了は大きな問題に

なるはずである。 

今回はサポート終了を迎えた後、企業はどう対応しているのか、対策をしていなかった企業は、これ

からをどう対応していくのかについて、調査を行っている。 

また、この対策に関連して、クラウドへの移行は進んでいるのか否かについても調査し、クラウド

ファーストといわれてから時間のたっているこの時期、企業はどう動いているのかを分析している。 

さらに、一部ではあるが Windows 10 への移行状況についてもアンケートをとってみた。 

 

この状況をベンダー企業、販売店はどう分析し対応を図るべきだろうか。これからのヒントになれば

幸いである。 

 

このレポートは速報の位置づけとしての中間報告となっている。より詳しい Windows XP、Windows 

Server 2003 の分析報告について、また、クラウドの展開に関連の深いスマートデバイスの導入実態な

ど広い範囲の分析報告については 2 月に発行予定の報告書を参照されたい。 

 

一般社団法人 日本コンピュータシステム販売店協会 

サポートサービス委員会 事務局 
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1. 調査概要 

 

今年度は、昨年度に続き「クラウドサービスの導入実態」、マイクロソフト社がサポートを終了した

「Windows Server 2003 への対応実態」、ならびに「スマートデバイスの導入実態と今後の普及見込み」

について、アンケート調査を行った。 

 

1.1 調査対象企業の選定 

 当協会会員の顧客企業から原則として従業員数 2,000 人以下の企業を中心に選定（以下、「会

員顧客企業」という。） 

 従業員数 2-350 人の企業をインターネット上で選定（以下、「一般企業」という。） 

なお、調査の実施に際しては以下の条件を設定した。 

 勤務する企業の資本系列が「親企業の情報処理子会社」ではないこと 

 調査回答者が IT システムの導入に関与していること 

 従業員数 2-20 人の企業（以下、「小規模一般企業」という）と従業員数 21-350 人の企業

（以下、「中規模一般企業」という）が同程度の構成比になること 

 

1.2 調査の実施方法 

調査対象企業にインターネット上のアンケート調査票への回答を依頼した。 

 調査実施時期 ：2015 年 9 月 16 日～2015 年 11 月 13 日 

 （中間報告では会員顧客企業の回答を 10 月 18 日受け付け分で集計した。） 

 回答時間 ：30 分程度 

 

1.3 調査項目 

アンケート調査において調査項目は以下の通りとした。中間報告では、特に関心が高いと思われる

太字表示の項目を分析対象とした。 

 

(1) 今年度独自調査項目 

a. パブリッククラウドサービスの利用状況、メリット、デメリット（Q1-Q5） 

b. パブリッククラウドサービス利用時の技術支援ニーズ（Q6-Q8） 

c. パブリッククラウドサービスへの期待（Q9） 

d. Windows Server 2003のサポート終了への対応状況（Q10-11） 

e. Windows Server 2003 を継続利用している企業の対応実態（Q12-14） 

f. Windows Server 2003からの移行先（Q15-Q17） 

g. クライアント OSの利用状況（Q18-19） 

h. エンドユーザ機器の導入状況（Q20-Q23） 

i. スマートデバイスの用途、導入効果、セキュリティー対策（Q24-Q27） 

j. 社有スマートデバイスの社外利用と個人所有スマートデバイスの業務利用（Q28-Q33） 
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(2) 例年調査項目 

a. 企業プロフィール（年商、従業員数、業種） 

b. サーバーやパソコン、スマートデバイスの導入実態 

c. IT 担当者の状況 

d. IT 投資の状況（新規投資、運用費、クラウドサービス利用料） 

 

1.4 アンケート調査結果 

アンケート回答の回収結果の詳細は以下のとおり。 

 

(1) 回収数 

アンケート回答の回収数は、会員顧客企業、一般企業それぞれ以下のとおりとなった。 

 会員顧客企業 ：132 社 

 一般企業 ：764 社（中規模一般企業：398 社、小規模一般企業：366 社） 

 

(2) 調査対象企業業種分布 

業種については、アンケート回答を以下のように集約した。 

 製造業 ： 『製造業』 

 サービス業 ： 『サービス業』 

 建設業 ： 『建設業』 

 情報・通信業 ： 『情報・通信業』、『情報処理業』 

 商業 ： 『商業』 

 その他 ： 『農林・水産・鉱業』、『電力・ガス・水道業』、『運輸・倉庫業』、 

   『金融・保険業』、『不動産業』、『その他』 

 

調査対象企業の業種別分布は図表 1.4.1 に示すように、日本の業種別分布2におおむね一致している。

詳細にみると、会員顧客企業で『サービス業』、中規模一般企業で『商業』の割合が低く、小規模一般企

業で『サービス業』の割合が高い。業種横断の分析結果に、これらの影響が多少出ていることも考えら

れる。 

 

                                                   
2 出典: 総務省・経済産業省「平成 26 年経済センサス‐活動調査」 
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図表 1.4.1 調査対象企業業種分布 

 

 

(3) 調査対象企業の地域分布 

会員顧客企業、中規模一般企業、小規模一般企業別の従業員数分布を図表 1.4.3 に示す。日本全体の

企業分布3に比べ、会員顧客企業では「関東」の企業が多く、「東海」「近畿」の企業が少ない母集団となっ

ているが、大きな違いはないと思われる。 

 

図表 1.4.2 調査対象企業地域分布 

 

 

(4) 調査対象企業の従業員数分布 

会員顧客企業、中規模一般企業、小規模一般企業別の従業員数分布を図表 1.4.3 に示す。会員顧客企

業の企業規模分布は中規模一般企業より大きい方に偏っており、平均従業員数が229名と、中規模一般

企業 100 名の約 2 倍になっている。 

 

                                                   
3 出典: 総務省・経済産業省「平成 26 年経済センサス‐活動調査」 
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図表 1.4.3 調査対象企業の従業員数分布 

 

 

 

(5) 調査対象企業の年商分布4 

会員顧客企業、中規模一般企業、小規模一般企業別の年商分布を図表 1.4.4 に示す。会員顧客企業の

年商分布は中規模一般企業より大きい方に偏っており、平均年商が 85 億円と、中規模一般企業 33.2 億

円の約 3 倍になっている。 

 

図表 1.4.4 調査対象企業の年商分布 

 

 

                                                   
4 年商の回答がなかった 37 社を除いた。 
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2. パブリッククラウドサービスの利用状況 

 

代表的な業務におけるパブリッククラウドサービスの利用状況を答えてもらうとともに、サービスを

選択・利用する際の重視点並びに懸念点が何であるかを質問し、あわせて、今後のパブリッククラウド

サービスに期待する点についても答えてもらった。 

 

2.1 パブリッククラウドサービスの利用状況 

対象企業に対して、パブリッククラウドの代表的モデルである SaaS / PaaS / IaaS の利用状況を、『利

用中』、『利用していないが興味がある』、『利用していないし興味もない』の三択で答えてもらった。 

なお、SaaS / PaaS / IaaS の特徴や具体的な製品・サービス例は、図表 2.1.1 に示すとおりである。 

 

図表 2.1.1 クラウド関連用語の解説 

 

 

(1) 全般的な利用状況 

パブリッククラウドサービス（SaaS / PaaS / IaaS）の利用状況を聞いた結果が、図表 2.1.2 である。 

今回調査対象とした会員顧客企業 132 社のうち、サービスを『利用中』と答えた企業は 51 社（39%）

であり、『利用していないが興味がある』と答えた企業は、35 社（27%）であった。一方、中規模一般

企業 398 社のうち、『利用中』と答えた企業は、58 社（15%）であり、『利用はしていないが興味がある』

と答えた企業は、89 社（22%）、小規模一般企業 366 社では、『利用中』と答えた企業は、10 社（3%）

であり、『利用していないが興味がある』は、51 社（14%）であった。 

コンピューティングモデル 説明 特徴 製品、サービス例

インターネット上のハードウェアやアプ
リケーションなどを共同利用するコン
ピューティングモデル。

共同利用なので必要リソース、構築・運
用の負荷を低減できる。負荷変動・事業
継続計画対策も比較的容易である。

事業者のデータセンターに設置された
ハードウェアリソースやアプリケーショ
ンなどを利用した分だけ対価を払うコン
ピューティングモデル。

複数社の共同利用なので、運用負荷は
少ないが、自由度は制限される。利用期
間を決められ、一時的な利用もできる。

ハードウェアリソース、OSやミドルウェ
ア、アプリケーションを利用した分だけ
対価を払うコンピューティングモデル。

初期投資は少なく、短時間でシステム稼
働でき、運用要員も不要。自由度はほと
んどなく、利用者側が仕様に合わせる。

Google Apps、Microsoft 
Online、Salesforce、Nifty 
Cloudビジネスメール、
BIGLOBEクラウドメール

ハードウェアリソースに加え、OSやミド
ルウェアを利用した分だけ対価を払う
コンピューティングモデル。アプリケー
ションは利用者が持ち込み、運用する。

OSやデーターベースなどが提供され、
事業者が運用するので、利用者はアプ
リケーション運用に専念できる。

Amazon AWS、Microsoft 
Azure、FUJITSU Cloud 
PaaS

ハードウェアリソースを利用した分だけ
対価を払うコンピューティングモデル。
OSやミドルウェア、アプリケーションは
利用者が持ち込み、運用する。

オンプレミス型で使っていた環境を大き
く変更することなく移行できる。運用要員
は引き続き必要。

Amazon AWS、Microsoft 
Azure、BIGLOBEクラウドホ
スティング、FUJITSU Cloud 
IaaS

自社または事業者のデータセンターに
集約、設置された仮想サーバー上で自
社向けのアプリケーションなどを構築・
運用するコンピューティングモデル。

自社専用なので、自由度は大きいが、
構築・運用の負荷は大きい。初期投資
回収のリスクを伴う。

VMWare vSphere、
Microsoft Hyper-V

ハードウェアやアプリケーションなどを
事業所または部門単位で構築・設置し、
自ら運用するコンピューティングモデル。

事業所または部門専用なので自由度は
大きいが、構築・運用の負荷が大きい。
また負荷変動・事業継続計画対策が難
しい。

オンプレミス型

プライベート
クラウド

パブリック
クラウド

クラウド型

SaaS

PaaS

IaaS
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残りの会員顧客企業 46 社（35%）、中規模一般企業 251 社（63%）、小規模一般企業 305 社（83%）

は『利用していないし興味もない』との答えであり、一般企業においては、相変わらず、パブリックク

ラウドサービスの利用率は非常に低い状況である。 

特に、小規模一般企業における『利用中』が 10 社（3%）しかないのは、著しく少ないといえる。 

 

図表 2.1.2 パブリッククラウドサービスの利用状況 

 

 

(2) SaaS / PaaS / IaaS別の利用状況 

図表 2.1.3 は、SaaS の利用状況を示したものである。 

一般企業に比べて会員顧客企業の『利用中』が 44 社（33%）と際立って高い比率となっている。ち

なみに一般企業の『利用中』は、中規模一般企業が 50 社（13%）、小規模一般企業が 7 社（2%）であっ

た。 

 

図表 2.1.3 SaaSの利用状況 

 

 

図表 2.1.4 は、PaaS の利用状況を示したものである。 

小規模一般企業の『利用中』は 6 社（2%）と少ないが、会員顧客企業の『利用中』11 社（8%）と中

規模一般企業の『利用中』28 社（7%）は、同じ水準にあるといえる。 

 

図表 2.1.4 PaaSの利用状況 
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図表 2.1.5 は、IaaS の利用状況を示したものである。 

会員顧客企業の『利用中』14 社（11%）と中規模一般企業の『利用中』21 社（5%）と比率では多少

差があるものの、ほぼ同じ水準にある。 

 

図表 2.1.5 IaaSの利用状況 

 

 

2.2 業務種類別 SaaS利用状況 

本節では、「SaaS を『利用中 / 利用していない』」ことを単に『利用中 / 利用していない』と、SaaS

を省略して記述する。 

前節の質問で、『利用中』であると答えた会員顧客企業 44 社と中規模一般企業 50 社、小規模一般企

業 7 社に対して、各社が現在『利用中』の業務は、図表 2.2.1 のいずれにあたるのか、また、業務とし

て『利用中』ではない業務の場合は、その業務に対する興味の有無を聞いた。 

 

図表 2.2.1 対象業務 

業務の種類 例 

総務系業務（財務・会計・人事・給与） 会計、固定資産管理、人事給与サービス 

生産系業務（設計・開発・生産管理） プロジェクト管理、設計 / 開発支援 

営業系業務（営業・販売） 営業支援、顧客管理、受注管理、売上管理 

物流系業務（在庫管理・物流） 仕入管理、受発注管理、物流管理 

情報系業務（コミュニケーション・共通業務・経営） 電子メール、電子会議、スケジュール管理、勤怠、ワークフロー、文書

管理、意思決定 

インフラ系業務（システム開発・運用） ネットワーク管理 

 

結果を図表 2.2.2 に示すが、会員顧客企業で最も利用されている業務は、「情報系業務」の 37 社（84%）

であり、次が「総務系業務」の 13 社（30%）であった。 

一方、一般企業では中規模・小規模共に「総務系業務」が最も多くそれぞれ 36 社（72%）・5 社（71%）

でり、次が「情報系業務」でそれぞれ 34 社（68%）・5 社（71%）であった。 

 

会員顧客企業・一般企業共に、利用率の上位は「情報系業務」と「総務系業務」であったが、その他

の業務でも、『利用中』と『利用していないが興味がある』を加えた比率を見てみると、52-86%になっ

ており、既に何らかの業務でパブリッククラウドサービスを利用している企業は、現在利用していない

他の業務に対しても積極的に領域拡大を検討している様子がうかがえる。 
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図表 2.2.2 SaaS利用中の企業における対象業務 

 

 

次に、現在は利用していないが興味があると答えた会員顧客企業 38 社、中規模一般企業 91 社、小規

模一般企業 53 社に対しても、同様に図表 2.2.1 に示す 6 種類の業務について、興味の有無を聞いてみ

た。 

 

結果を図表 2.2.3 に示すが、ここでも、利用中の企業の回答と同様に、「情報系業務」と「総務系業務」

の二つが、多くの企業から興味がある業務として挙げられた。 

企業経営の基本的な業務である財務・会計・給与などの分野や、電子メール・電子会議・スケジュー

ル管理などのコミュニケーションツールなどの分野で、わざわざ自社で構築しなくても汎用ツールで実

現できるというニーズがあるためと思われる。 
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図表 2.2.3 業務種別毎の興味の有無（対象：利用中ではないが興味がある企業）  

 

 

それでは、各企業が現在利用中の業務では、いかなるメリットを受けていると考えているのであろう

か。 

各々利用している業務別に、『コスト削減』（初期費用、運用費用・ハードウェア、ソフトウェア費用

の削減）、『システム資源増減の柔軟性』（柔軟なシステム変更・増強）、『作業効率向上』（品質向上、社

外作業・情報共有などの効率化、新規事業の立ち上げ）、『BCP（事業継続計画）対策』（遠隔地のバッ

クアップサーバ不要、災害時の事業継続）、『メリットはなかった』の 5 つから、該当するものを選択し

てもらう形で聞いた。 

 

結果を図表 2.2.4［会員顧客企業 44 社］と図表 2.2.5［一般企業 57 社］に示すが、会員顧客企業と

一般企業では、得られたメリットに大きな差が出ている。 

会員顧客企業では、『作業効率の向上』が一番に挙げられ、続いて『BCP（事業継続計画）対策』で

あったが、一般企業では『コスト削減』が一番に挙げられ、続いて『システム資源増減の柔軟性』と『作

業効率向上』であった。 
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この差は、どこから生じているのか分析を試みているが、明確な解は得られていない。多分、クラウ

ドサービスを導入するに当たり、各企業で事前に期待効果目標が設定されており、この目標にマッチし

たものについて、より高い効果があったと認識されているものと思われる。特に会員顧客企業に対して

は、当協会としても各種災害に対する事業継続計画の必要性を毎年アピールしてきており、こうした点

もメリット評価のポイントとなっているのかもしれない。 

 

図表 2.2.4 利用中の SaaSで得られた効果 ［会員顧客企業］ （複数選択） 

 

図表 2.2.5 利用中の SaaSで得られた効果 ［一般企業5］ （複数選択） 

 

 

2.3 パブリッククラウドサービス利用時に重視する項目と懸念する項目 

本節以降では「パブリッククラウドサービス」を「クラウドサービス」と省略して記述する。 

実際にクラウドサービスを選択・利用する際、どのような点を重視するのであろうか、また逆に、ど

のような点を懸念として考えるのであろうか。 

今回調査対象とした企業のうち、利用中と利用していないが興味があると答えた企業に、重視する点

と懸念する点を聞いてみた。 

図表 2.3.1 に、利用中および利用していないが興味がある企業が重視する点の結果を示すが、『サービ

スの価格』、『サービスの実績』、『サービスの導入・運用のしやすさ』、『サービスの料金体系の分かりや

すさ』の 4 項目が上位となった。 
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価格については、費用対効果の観点から最も重視する点に挙げられるのは理解できるし、こうした料

金が体系的に整理されて提示されるかどうかも、サービス導入を検討する上での重要なポイントとして

挙げられたのであろう。 

 

図表 2.3.1 クラウドサービスを検討・利用する際に重視する点 （複数選択） 

（対象：利用中および利用していないが興味がある企業） 

 

昨年の調査でも、国内のサービス事業者が提案するクラウドサービスに対して「クラウドサービスの

価格やサービス内容があいまいで、比較検討が難しい」といった意見が見受けられたが、事業者として

は、こうした点の改善に向けた地道な努力が重要であろう。 

 

次に、懸念する点であるが、図表 2.3.2 に示す利用中の企業の回答で懸念として一番多かったのが

『データを第三者に預けることによる、情報漏えいなどの懸念』である。 

 

図表 2.3.2 クラウドサービスを利用するにあたって懸念する点 （複数選択） 

（対象：利用中の企業） 
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この項目は、昨年の調査でも導入阻害要因の一番に挙げられており、事業者としてデータの保全に対

する実効的な施策を、利用者に対していかにアピールしていけるかが、今後のクラウドサービス導入拡

大を促すポイントになるといっても過言ではないであろう。特に、利用中の企業がこの点を挙げている

ということは、現在でもこうしたリスクに対して神経質になっているということであろう。 

 

一方、利用していないが興味がある企業の回答は、図表 2.3.3 に示すように『データを第三者に預け

ることによる、情報漏えい』と、同程度の懸念として『現行システムからの移行負荷』が挙げられた。 

運用中システムをクラウドサービスに載せ替えるという選択は、費用面や運用のしやすさではメリッ

トがあるものの、載せ替えが終わるまでの作業工数負荷増がデメリットであると考えているものと思わ

れる。 

 

図表 2.3.3 クラウドサービスを利用するにあたって懸念する点 （複数選択） 

（対象：利用していないが興味がある企業） 

 

 

2.4 パブリッククラウドサービス選択時の支援について 

今後、クラウドサービスを選択するとしたら、システムインテグレーターなどの専門家からのアドバ

イスや技術的な支援を必要とするかどうかを質問した。 

 

利用中の企業の結果を図表 2.4.1 に示すが、会員顧客企業 21 社、中規模一般企業 33 社、小規模一般

企業 5 社（全体平均 58%）が、アドバイスや技術的支援を『必要』と考えていることが分かった。この

企業群は、現在もクラウドサービスを利用中の企業であり、経験的判断からこれから新たなクラウドサー

ビスを選択するとしたら、やはり支援が『必要』であると考えているのであろう。 
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図表 2.4.1 クラウドサービス選択時にアドバイスや技術的支援の必要性有無 

（対象：利用中の企業） 

 

 

一方で、利用していないが、興味がある企業の結果を図表 2.4.2 に示すが、会員顧客企業 20 社、中

規模一般企業 59 社、小規模一般企業 25 社（全体平均 57%）が、アドバイスや技術支援を『必要』と考

えており、利用中の企業とほぼ同じ水準で『必要』と考えていることが分かる。ただし、利用中の企業

の回答に比べると、『分からない』の比率がやや高くなっており、実際の選択時になってみないと何とも

いえないというのが本音なのかもしれない。 

 

図表 2.4.2 クラウドサービス選択時にアドバイスや技術的支援の必要性有無 

（対象：利用していないが興味がある企業） 

 

 

それでは、実際にアドバイスや技術的支援を受ける専門家を選ぶ時、どんな点を重視して選択するの

であろうか。 

 

まず、利用中および利用していないが興味がある企業で、かつ、専門家のアドバイスが必要であると

答えた企業の結果を図表 2.4.3 に示す。 

最も重視する項目は、『サポート力・技術力・知識の幅広さ』であり、続いてサポートを行った『実

績』であった。 

サポートを受けようとする企業は、導入を検討する上での知識不足を補うため、知名度や宣伝効果と

いった外見的な要素に踊らされることなく、専門家としての『サポート力・技術力・知識の幅広さ』や

『実績』で、結果を示してくれそうな専門家を選定しようとしているのであろう。 
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図表 2.4.3 クラウドサービスを選択する際、専門家選択の重視項目 （複数選択） 

（対象：利用中および利用していないが興味がある企業で、 

かつ、選択する際に専門家を必要とする企業） 

 

 

次に、利用中および利用していないが興味がある企業で、かつ、専門家を必要としないと回答した企

業の結果を図表 2.4.4 に示す。 

不要として最も多かった理由は、『社内技術者で対応できる』であった。以前に比べるとクラウドに

対する理解が進んでいることから、わざわざ専門家に頼らなくても自分たちで対応できると考えている

のであろうと思われる。 

 

図表 2.4.4 クラウドサービスを選択する際に、専門家を必要としない理由 （複数選択） 

（対象：利用中および利用していないが興味がある企業で、 

かつ、選択する際に専門家を必要としない企業） 

 

小規模一般企業では、最も多い不要の理由として『価格が高い』が挙げられている。規模の小さな企

業では、クラウド関連で投入できる費用も限られており、こうした点が必要としない理由の一番として

挙げられたものと思われる。 
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クラウドサービスに関する質問の最後として、クラウドサービスに対する今後の期待を聞いてみた。 

 

結果を図表 2.4.5 に示すが、今後の期待としては『セキュリティーの確保』、『低価格なサービス』、『デー

タバックアップなどデータ保護に関する保証』、『分かりやすい価格体系』の 4 項目が上位となった。 

『セキュリティーの確保』や『データバックアップなどのデータ保護に関する保証』は、クラウド事

業者にデータを預けるわけであるから、そのデータをしっかり守ってもらいたいという利用者としての

切実な要求であろうし、『低価格なサービス』や『分かりやすい価格体系』といった期待は、現状のクラ

ウドサービスの価格体系が不明確で、導入を推進する上での判断が難しいといった点を改善してほしい

という希望であると思われる。 

 

図表 2.4.5 クラウドサービスに対する今後の期待 （複数選択） 

（対象：利用中および利用していないが興味がある企業） 

 

今後、クラウド事業者が、クラウドサービス導入を検討している企業のこうした期待を反映したより

お客様目線のサービス提供や情報提示ができれば、クラウドサービスの導入拡大も期待できると思われ

る。 
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3. Windows Server 2003 のサポート終了後の対応 

 

日本マイクロソフト社は、2003 年 5 月にリリースした Windows Server 2003 のサポートを、2015

年 7 月 15 日 16:00（日本時間）に終了した。これにより、セキュリティー更新プログラムの提供をはじ

めとする全てのサポートが停止された。同社は、昨年 12 月から「まったなし、Windows Server 2003

移行キャンペーン」として、各種活動を展開してきた。この活動は、サポート終了後に懸念されるセキュ

リティー上の脅威や、移行の必要性と移行方法についてのセミナーなど、移行に向けた啓蒙活動であっ

た。その結果、2014 年末に約 21 万台稼働していた Windows Server 2003 は、サポート終了時点で 6

万台になったと発表している。 

また、日本マイクロソフト社は、これまでも「Windows Server 2003 サポート終了時期と移行の重

要性について」、「サポート終了以降も新しい環境へ移行できない場合のセキュリティー上の脅威、それ

を軽減する手段」等を公式コーポレートブログで告知してきた。これからも、パートナー各社と協力し

た支援体制を継続していくとしている。 

 

サポート終了直前の駆け込みの移行はあったのか。今年度からマイナンバー法が施行されたがこれに

伴うシステム改修や、他のシステム拡張など合わせて、Windows Server 2003 からの移行などは行われ

たのか、気になるところだ。 

 

3.1 Windows Server 2003の移行状況の推移（2014年度との比較） 

サポートが終了した Windows Server 2003 の移行状況について、昨年度の調査と比較して、移行の

進捗度合いを分析した。サポートが終了する 1 年前の調査とサポートが終了した直後の今回の調査では、

移行はどの程度進んでいるだろうか。 

 

昨年度と今年度に実施した移行状況調査では、「Windows Server 2003 は使っていなかった」と回答

した企業が、会員顧客企業の 10-13%、中規模一般企業の 35-41%、小規模一般企業の 64-76%とかなり

の割合を占めており、移行状況が分かりにくいため、この後はこれらを除いて分析している。 

 

(1) Windows Server 2003の移行状況 

図表 3.1.1 は、Windows Server 2003 の移行状況調査を昨年度と比較して分析したものである。 

 

昨年度と比較して、『全て移行済み』は、会員顧客企業が 29%から 52%に、中規模一般企業が 44%か

ら 57%に、小規模一般企業が 39%から 45%に、いずれも大きく増加した。『移行はほぼ終えた』は、会

員顧客企業が 25%から 26%に微増、中規模一般企業が 20%から 16%へやや減少、小規模一般企業が 16%

から 10%に減少している。また、『ほとんど進んでいない / まったく進んでいない』は、会員顧客企業

が 26%から 10%に大きく減少、中規模一般企業が 24%から 21%にやや減少、小規模一般企業ほ 35%か

ら 41%に増加している。 
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図表 3.1.1 Windows Server 2003の移行状況 （昨年度との比較） 

（対象：Windows Server 2003 を使っていた企業） 

 

 

このように、会員顧客企業は、『全て移行済み』と『移行はほぼ終えた』を合わせた割合が約 8 割ま

でに達し、この 1 年間で多くの企業が移行作業を進めてきたことがうかがえる。これは、当協会の会員

が会員顧客企業へ、「Windows Server 2003 からの移行」について積極的に取り組んできた成果といえ

るだろう。また、中規模一般企業も、『全て移行済み』と『ほぼ終えた』を合わせた割合が 7 割強にな

り、この 1 年間での移行の取り組みに成果がみられた。 

一方、小規模一般企業は、『全て移行済み』と『ほぼ終えた』の合計が 55%で横ばい、『ほとんど進ん

でいない / まったく進んでいない』は 4 割強あり、この 1 年間で小規模一般企業の移行が進んでいない

ことが分かった。サポートが終了した OS を使い続けることの危険の重大さを再認識してもらう必要が

ある。 

 

(2) 企業が所有するサーバーの台数 

図表 3.1.2 図表 3.1.2 は、会員顧客企業と一般企業が現在所有する OS 別サーバー台数を調査したも

のである。 

 

図表 3.1.2 サーバー台数（複数回答） 
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今年度調査した企業のサーバー所有台数（平均）は、会員顧客企業で平均 16.1 台、中規模一般企業で

平均 7.5 台、小規模一般企業で平均 1.3 台であった。 

また、所有しているサーバーの OS は、会員顧客企業、一般企業共に『Windows Server 2008』、

『Windows Server 2012』が多かったが、『Windows Server 2003 以前』も若干あることも分かった。 

 

図表 3.1.3 は、会員顧客企業と一般企業が所有するサーバーの OS について、『Windows Server 2003

以前』、『Windows Server 2008』、『Windows Server 2012』の台数比率を昨年度と比較して示したもの

である。 

 

会員顧客企業では、『Windows Server 2003 以前』の割合が昨年度の 37%から 16%に大幅に減少して

いる。一方、『Windows Server 2008』は 49%から 51%に微増、『Windows Server 2012』は 14%から

33%になり 19%増加している。多くの企業が、『Windows Server 2003 以前』から『Windows Server 2012』

に移行したものと思われる。 

中規模一般企業と小規模一般企業では、会員顧客企業ほど大きな変化はなく、『Windows Server 2003

以前』からの移行はあまり進んでいないようだ。 

今年度の結果からみれば、会員顧客企業、一般企業共『Windows Server 2008』が 47-51%で、台数

比率が最も大きかった。 

 

図表 3.1.3 Windowsサーバー OS台数比率 （昨年度との比較） 

 

 

3.2 Windows Server 2003 を継続して利用する企業の対応 

今回の調査結果から、Windows Server 2003 のサポートが終了した後でも、Windows Server 2003

を利用している企業がまだかなりあることが分かった。サポートが終了した Windows Server 2003 を

使い続けることは、情報漏えいなどの危険にさらされ、最悪「経営を左右する事態を引き起こしかねな

い」ことも考えておかなければならない。 

それでもなぜ、企業は、「サポートが終了した後も使い続けているのであろうか」、あるいは「使い続

けなければならないのであろうか」、今回はその理由を探ってみた。 
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(1) Windows Server 2003 を継続して利用する理由 

図表 3.2.1 は「移行が完了している」企業を除き、Windows Server 2003 を継続して利用している企

業を対象にその理由を問い、分析したものである。 

 

図表 3.2.1 Windows Server 2003を継続して利用している理由 （複数選択） 

 

 

会員顧客企業が継続して利用している理由は『利用しているプログラムが Windows Server 2003 に

しか対応していない』が最も多く 40%、次に、『Windows Server 2003 が安定稼働している』が 24%と

続き、『移行する予算の不足』と『新しいサーバーへ移行中』がそれぞれ 20%であった。 

中規模一般企業が継続して利用している理由は、『移行する必要を感じない』が 30%、『移行する予算

の不足』が 27%、『Windows Server 2003 が安定稼働している』が 23%であった。 

小規模一般企業が継続して利用している理由は、『移行する予算の不足』が 45%、『移行する必要を感

じない』が 27%、『移行を行う技術者の不足』が 16%であった。『移行する予算の不足』と『移行する必

要を感じない』が中規模一般企業と同様に上位に挙がっている。 

 

一般的に、情報システムが安定稼働している場合は、現状に不満がないため、移行に対する意識が希

薄になるようだ。一般企業は、『移行する必要を感じない』との回答が上位に挙がっているが、「移行し

ない場合に起こるであろうセキュリティー上の脅威について」の理解がされていないと言わざるを得な

い。サポート期間が終わった Windows Server 2003 を使い続けることのリスクは、結果的に「継続し

て利用する」方がコスト高になることを言っておきたい。 

 

(2) Windows Server 2003サポート終了後のセキュリティー対策 

図表 3.2.2 は Windows Server 2003 を継続して利用している企業は、「サポート終了後どのようなセ

キュリティー対策を実施しているのか」について調査したものである。 

 

会員顧客企業がサポート終了後、実施したセキュリティー対策として最も回答が多かったのは、『セ

キュリティー対策ソフトの機能の強化』が 42%、続いて『ファイアウォールなどネットワーク機器での

接続制限の強化』が 40%、『社外との接続禁止』が 33%であった。一方で、『追加のセキュリティー対策

は特に何もしていない』との回答は 18%あった。 
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中規模一般企業は、その対策が多い順に『セキュリティー対策ソフトの機能の強化』が 46%、『ファ

イアウォールなどネットワーク機器での接続制限の強化』が 32%、『社外との接続禁止』が 25%と続い

た。『追加のセキュリティー対策は特に何もしていない』は 24%であった。 

小規模一般企業は、その対策が多い順に『セキュリティー対策ソフトの機能の強化』が 45%、『追加

のセキュリティー対策は何もしていない』が 41%、『ネットワーク機器での接続制限の強化』が 20%と

続いた。小規模一般企業は、40%を超える企業が「追加のセキュリティー対策をしないで情報システム

を運用している」実態が明らかになった。 

このように、サポート終了後も『追加のセキュリティー対策は何もしていない』との回答が 18-41％

あることが分かった。これまで、情報システムは大きなトラブルもなく安定に稼働してきたのであろう。

しかし、これまでは安定稼働をしてきたのは、発見されたセキュリティーホールがアップデートで適切

に閉じられたためでもあるが、今後はそのアップデートは提供されないことを認識してもらいたい。移

行ができない企業には、それぞれ諸事情があるのだろうが、最低限の「セキュリティー対策」は検討し

て欲しい。 

 

図表 3.2.2 Windows Server 2003サポート終了後のセキュリティー対策 （複数選択） 

 

 

3.3 Windows Server 2003からのサーバー移行先 

Windows Server 2003 の代替として、会員顧客企業や一般企業は、「どのようなサーバー運用形態に

移行した、または移行予定か」について調査した。 

 

(1) Windows Server 2003から移行後のサーバーの運用形態 

Windows Server 2003 から、移行後のサーバーの運用形態について調査した結果を、図表 3.3.1 に示

す。サーバーの設置形態としては、「自社内に設置する」、「社外のデータセンターを使用する」、あるい

は「クラウド事業者のサービスを利用する」などが考えられる。また、サーバーの導入形態では「物理

サーバー上に導入」や「仮想サーバー上に導入」の選択がある。 
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図表 3.3.1 移行後のサーバーの運用形態 （複数選択） 

 

 

会員顧客企業は、『自社内設置の物理サーバーへ移行』が 63%で最も多く、『自社内設置の仮想サーバー

へ移行』は 33%と続く。『商用データセンター内設置の仮想サーバーへ移行』は 9%、『商用データセン

ター内設置の物理サーバーへ移行』は 5%であった。また、『クラウド事業者のサービスへ移行』は 8%

であった。 

中規模一般企業は、『自社内設置の物理サーバーへ移行』が 49%、『自社内設置の仮想サーバーへ移行』

は 23%と続いた。『商用データセンター内設置の物理サーバーへ移行』は 13%、『商用データセンター内

設置の仮想サーバーへ移行』は 5%であった。 

小規模一般企業は、『自社内設置の物理サーバーへ移行』が 31%、『自社内設置の仮想サーバーへ移行』

は 13%と続いた。会員顧客企業や中規模一般企業ほど比率は高くないが、「自社内設置の物理サーバー

や仮想サーバーへの移行」の比率が高いことが分かった。 

 

このように、会員顧客企業、一般企業共に『自社内設置の物理サーバーや仮想サーバーに移行する』

傾向が強く、『商用データセンター』や、『クラウド事業者のサービスへ移行』については、2 割程度に

とどまった。 

その理由として、会員顧客企業の中でも規模の大きい企業は、現状のシステム運用要員の活用や蓄積

した資産の継承を重視するということも考えられる。また、販売店も手慣れたサーバーの運用形態で置

き換えを提案する場合もあるのではと思われる。 

 

(2) Windows Server 2003から移行先のサーバーの OS 

Windows Server 2003 からどのような OS に移行したか、または移行予定しているかについて調査分

析した。図表 3.3.2 は、Windows Server 2003 から移行したサーバーOS を調査した結果で、図表 3.3.3

は、これから移行を予定している企業がどのようなサーバーの OS を採用するのかについて示している。 
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図表 3.3.2 Windows Server 2003から移行先サーバーの OS （複数選択） 

（対象：移行済み企業） 

 

 

図表 3.3.3 Windows Server 2003から移行先サーバーの OS （複数選択） 

（対象：これから移行予定の企業） 

 

 

図表 3.3.2 と、図表 3.3.3 を比較すると、「移行済み」、または「これから移行予定」の企業のほとん

どが、『Windows Server 2008』か『Windows Server 2012』を選択し、『Linux』や『その他』の OS

は非常に少ないことが分かった。また、移行済み企業が、『Windows Server 2008』と、『Windows Server 

2012』のどちらも同等に移行先と選択しているのに対して、これから移行予定の企業は、『Windows 

Server 2008』より『Windows Server 2012』が多く選択されている。今後のサーバーOS の選択は、現

在時点でサポート終了までの期間が最も長い『Windows Server 2012』へということであろう。 
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4. 企業が利用しているクライアント PCの OS 

 

前章では、サーバーの OS について調査分析を行ったが、今年度はこれらの企業が利用しているクラ

イアント PC の OS についても調査した。2015 年 7 月に日本マイクロソフト社は、次世代の Windows

として期待の製品、「Windows 10」を発売した。調査時点で発売開始後 3 ヶ月だったが、どの程度導入

されていたのか、あるいは企業が使用中の「Windows Vista、Windows 7、Windows 8 / 8.1」は、「Windows 

10」へ移行されるのかを調査した。 

 

4.1 企業が所有するクライアント PCの OS 

図表 4.1.1 は、会員顧客企業や一般企業が利用しているクライアント PC の OS 導入状況を示す。ク

ライアント PC は、多くの企業が異なる OS を利用していることもあり、複数回答も含めて分析してい

る。この調査は OS が使われている企業数を調べたもので、OS 別の導入台数の調査ではないことをお

断りしておく。 

 

図表 4.1.1 から分かるように、会員顧客企業や一般企業共、『Windows 7』が最も多くの企業で利用さ

れており、68-97％を占めた。次に、『Windows 8 / 8.1』が 34-36%で続いている。しかし、既にサポー

トが 2014 年 4 月に終了した『Windows XP』を所有している企業が 15-27%、2017 年でサポートが終

了する『Windows Vista』を所有している企業が 11-13%もあることが分かった。一方、『Windows 10』

は、今年 7 月からリリースされたばかりだが、会員顧客企業や一般企業の所有状況は、8-9%の企業で導

入されていることが分かった。一般的に新しい OS がリリースされた場合、既存システムとの整合性を

十分に確認する必要がある。このため、会員顧客企業や一般企業が所有する『Windows 10』は、次期

クライアント PC 導入に向けた評価用ではないかとみられる。 

『Windows 7』は、2009 年 10 月にリリースされて以来、各企業の情報システムにおける主力機とし

て位置付けられてきた。そして、現在は業務システムの要として、最も安定に稼働している PC でもあ

る。しかし、『Windows 7』のサポート終了が 2020 年 1 月に予定されているので、いずれ移行しなけれ

ばならない時がくる。その移行作業では、利用部門にさまざまな影響及ぼすことが懸念される。企業は

早いうちに、後継 OS への移行に向けて計画的な準備対応が必要であろう。 

 

図表 4.1.1 クライアント PCの OS （複数選択） 
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4.2 クライアント PCの Windows10 への移行予定 

前の質問では、クライアント PC の OS 別の導入企業数を調査したが、これらの企業が今後、「Windows 

10」への移行計画について調査した。 

 

「Windows 10」は「Windows 8 / 8.1」で不評だった機能を大きく改善した OS ともいわれており、

図表 4.2.1 は、「Windows 8 / 8.1 を利用している企業」、「Windows 8 / 8.1 を利用していない企業」を分

けて、「Windows 10」への移行取組について調査したものである。 

 

図表 4.2.1 クライアント PCのWindows 10への移行予定 

 

 

クライアント PC の「Windows 10」への移行予定では、移行に前向きな選択（『既に移行を進めてい

る』、『無償アップグレード期間内（1 年以内）に移行開始』、『移行する予定だが、次期は未定』）が、

「Windows 8 / 8.1 を利用している企業」が 53-57%、「Windows 8 / 8.1 を利用していない企業」が 30-40%

で、「Windows 8 / 8.1 を利用している企業」の方が「Windows 10」への移行の比率が高いことが分かっ

た。 

また、移行には慎重な『既存の OS が使い続けられる期間は移行しない』との選択では、「Windows 8 

/ 8.1 を利用している企業」が 20-26%、「Windows 8 / 8.1 を利用していない企業」が 36-51%で、「Windows 

8 / 8.1 を利用していない企業」の比率が高く、中でも会員顧客企業は 51%が『既存の OS が使い続けら

れる期間は移行しない』を選択している。 

 

今回の調査から、会員顧客企業、一般企業共に、「Windows 8 / 8.1 を利用している企業」の方が、

「Windows 8 / 8.1 を利用していない企業」に比べて、クライアント PC の「Windows 10」への移行に

ついては積極的であるといえよう。また、「Windows 8 / 8.1 を利用していない企業」の中で、最も選択

比率が高かった『既存の OS が使い続けられる期間は移行しない』は、OS のサポート終了期限が迫ら

ないと行動を起こさないということなのだろう。 

 

Windows 8 / 8.1を利用している企業

会員顧客企業 (N=47)

中規模一般企業 (N=143)

小規模一般企業 (N=124)

Windows 8 / 8.1を利用していない企業

会員顧客企業 (N=84)

中規模一般企業 (N=224)

小規模一般企業 (N=203)

21 

10 

9 

6 

17 

14 

26 

30 

32 

26 

20 

22 

21 

23 

23 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

既に移行を進めている 無償アップグレード期間内（1年以内）に移行開始

移行する予定だが、時期は未定 既存のOSが使い続けられる間は移行しない

分からない、未定

7 

9 

6 

4 

8 

11 

19 

19 

23 

51 

41 

36 

19 

24 

24 

0% 20% 40% 60% 80% 100%





 

 

 - 37 - © 一般社団法人 日本コンピュータシステム販売店協会 2015 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

―禁無断転載―

クラウドサービスの導入現状と
Windows Server 2003サポート終了後の状況

およびスマートデバイス導入状況
に関する調査研究
（中間報告）

発行　一般社団法人　日本コンピュータシステム販売店協会
東京都文京区湯島1-9-4　鴫原ビル2階

電話　03-5802-3198　http：//www.jcssa.or.jp

発行日　平成27年11月


